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研究成果の概要（和文）：本研究は、地域共生社会の実現を目指す社会において企業が果たす地域貢献の可能性
を見出すことを目的として行われた。具体的には、全国の市民ファンド団体に対するアンケート調査を実施した
ほか、事例調査を通じて市民ファンド団体の類型化を試みた。その結果、市民ファンド団体が寄付金を助成する
のみならず、市民ファンド団体自らが価値を創出するという視点が福祉課題の解決につながるのではないかとい
う点を見出すことができた。また、企業が、地域社会を構成する一員として市民ファンドに関わることにより、
地域における福祉課題の解決に寄与することが可能になると考えられた。

研究成果の概要（英文）：This study was conducted with the aim of identifying the potential for 
companies to contribute to local communities in a society that aims to realize a community-based 
society. Specifically, a questionnaire survey was conducted on citizen fund organizations 
nationwide, and an attempt was made to categorize citizen fund organizations through case studies. 
As a result, it was found that citizen fund organizations do not just provide grants through 
donations, but also have the perspective of creating value themselves, which may lead to the 
resolution of welfare issues. It was also thought that companies can contribute to the resolution of
 welfare issues in the community by becoming involved in citizen funds as members of the local 
community.

研究分野：社会福祉学

キーワード： 地域共生社会　市民ファンド　コミュニティファンド　まちづくり　CSR（企業の社会的責任）　地域福
祉
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　地域共生社会の実現に向けて、地域の様々な主体が支え合いながら暮らしていける地域創りが目指されてい
る。地域社会の構成員には地域住民・行政・社会福祉法人等の関係機関のみならず一般企業等のいわゆる福祉関
係機関以外も含まれており、こうした多様な主体が協働し支え合う関係を構築することが推進されている。
　本研究では地域住民の活動を資金面から支える市民ファンドに着目し、企業による地域貢献の可能性および市
民ファンド団体が地域共生社会の実現に寄与するための視点について検証した。事業を通じて価値を創造する視
点を持つことの重要性を明らかにしたことで、企業が地域共生社会の実現に寄与する可能性を提起することがで
きた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
希薄化した地域社会、人口減少社会、超高齢社会、社会的孤立、制度の狭間、8050問題等、
複雑な課題を抱えている状況において「地域共生社会」の実現が目指されており、住民が役割を
持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを構築することが重視されてい
る。一方、地方自治体や社会福祉協議会は財源不足や人手不足等の理由から、住民が支え合う活
動に対する支援や助成金の交付が決して十分であるとは言えない現状にある。 
 筆者は、これまでの研究を通じて、地域拠点の運営を継続するためには運営資金の確保が課題
である旨を明らかにした。さらに、地域共生社会の構築が目指されながらも、住民の活動に対す
る支援が必ずしも十分ではないこと、そして社会福祉法の改正により社会福祉法人の公益活動
が求められている社会において、一般企業も地域を構成する一員として地域共生社会を目指し
た活動ができるのではないかと考えた。 
 こうした状況において筆者は市民ファンド（コミュニティファンドともいう。以下、市民ファ
ンドと称する）に注目した。市民ファンドは主に地域住民からの寄付により資金を調達し、当該
地域において主体的な活動を展開している組織に助成する仕組みである。地域社会の構成員に
は地域住民・行政・社会福祉法人等の関係機関のみならず一般企業等のいわゆる福祉関係機関以
外も含まれていることを考慮すると、地域共生社会の実現を目指すにあたり、これらの多様な主
体が協働し支え合う関係を構築することが期待される。とりわけ一般企業が地域社会を構成す
る一員として参画する際に、売り上げの一部を寄付する活動は、市民ファンドとして企業の地域
貢献に位置付くのではないかと考えられた。 
なお、市民ファンドに関する先行研究においては、市民コミュニティ財団の定義に関する研究
や（深尾：2014）、市民ファンド組織運営上の課題および解決策に関する研究（田邉・氏原・阿
部：2018）等がある。市民ファンドに焦点を当て、企業が地域住民の活動を支援するための取り
組みの一つとして実施された研究は見当たらなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、企業が創出する市民ファンドの活動に焦点を当て、地域共生社会の実現を目
指す現代社会において企業が果たす地域貢献の可能性を見出すことである。地域共生社会の実
現を目指すために、いわゆる福祉関係機関・福祉関係者のみならず地域社会の各構成員が主体的
に地域共生社会の実現を目指すための取り組みの一例として、市民ファンドを取り上げた。 
 
３．研究の方法 
（１）市民ファンド団体の運営状況および助成事業の実際を明らかにするために、全国の市民
ファンド団体を対象としてアンケート調査を実施した（配布枚数 84、有効回収枚数 35、有効回
収率 41.7％）。なお、本調査はコロナ禍の影響を受け、市民ファンド団体の事務局が休業したり
郵便配達に日数がかかるようになる等、社会が変化する中での実施となったため、回収率に多少
の影響を受けている可能性がある旨を付記する。 
（２）アンケート調査結果を基にした現地調査を実施し、助成事業に関する事例検討をおこなっ
た。 
（３）上記（１）（２）の内容を踏まえ、市民ファンド団体の類型化を試みた。 
 
４．研究成果 
（１）市民ファンド団体が実施する助成事業の実際  
 地域共生社会の実現を目指すために一人ひとりが役割を持ち主体的に地域創りに関わること
が期待されている状況において、市民ファンド団体による助成事業のプロセスに企業や地域住
民がどの程度主体的に関わっているのか。市民ファンドが①地域住民や企業等から募った寄付
金を、②福祉課題の解決のために活動している団体に助成することにより、③当該地域における
福祉課題の解決に資すると捉えると、企業をはじめとする地域の構成員が市民ファンドを通じ
て地域における福祉課題の解決に関わることが可能になると考えられる。こうした視点に基づ
き実施した調査結果から、以下の 3点について検討した。 
 
①福祉課題解決のための助成事業 
 アンケート調査結果によると、助成先地域については「特定の都道府県に限定している」65.7%、
「特定の市区町村に限定している」25.7%、「国内に限定している」2.9%であった。具体的には当
該助成団体の事務局が設置されている都道府県や市区町村が挙げられた。また、どのような組織
に助成しているかについては「NPO 法人」74.3%、「任意団体」60.0%、「認定 NPO 法人」60.0%で
あった。さらに、子ども食堂の運営に対する配分を行ったことの有無については「ある」74.3%、
「ない」25.7%であったほか、福祉課題の解決につながる活動に対する配分を行ったことの有無
については「ある」79.4%、「ない」20.6%であった。 
 これらの結果から、助成団体の多くが、当該団体が存在する地域を基盤とした助成事業を実施



している旨が示唆された。そして子ども食堂をはじめとする福祉課題の解決につながる活動に
対して助成している割合が 7 割を超えていることも明らかになった。市民ファンド団体は福祉
に特化した助成事業を行っているのではないが、当該地域において福祉課題解決のために活動
している個人や団体が多く存在しているということがいえる。また、このことから、各地域にお
いて福祉課題が少なくないと考えることができる。 
 
②助成事業における企業の関わり 
 助成事業において企業からの寄付は「ある」42.9%、「ない」51.4%であった。寄付の金額は多
様であり、一般的な寄付として受け付けられている場合もあるが、高額寄付の場合は冠基金とし
て取り扱う例や、企業の意向を踏まえたテーマ型基金として新たに立ち上げる例もあった。また、
冠基金であるか否かを問わず、当該地域における企業の代表者が審査員として関わっている例
がみられた。なお、市民ファンド団体に運営委員として企業が関わっている例は１団体のみで
あった。 
 
③地域住民の参画 
 市民ファンドの助成事業には、助成テーマを決定し、寄付を受け付け、助成する団体を決定す
るための審査会が設けられ、助成期間が始まり、助成期間終了後に報告を受けるというプロセス
がある。筆者は、地域における住民主体の活動を支援する際に、寄付をするのみならずこうした
助成事業のプロセスに寄付する（支援する）側すなわち地域住民が参画する機会があれば、より
一層、市民ファンドや地域課題に対する関心が高まり、理解が深まるのではないかと考えた。 
そこで本研究では、助成事業における地域住民の参画の場として審査会に焦点を当てた。具体
的には、応募資料のみで審査をおこなうのか、プレゼンテーションを実施するのか、公開で行う
か否かという点である。とりわけ公開で実施する際には、地域住民の誰もが応募団体のプレゼン
テーションを聴くことが可能になるだけでなく、自らが暮らす地域にどのような課題があるの
か認識する機会になる。調査結果によると、助成先の決定方法については「審査員会による決定」
88.2%、「審査員会および市民の参画による決定」2.9%であり、審査の際に「審査員に向けてプレ
ゼンテーションを実施」37.1%、「審査員および市民に向けてプレゼンテーションを実施」14.3%、
「プレゼンテーションの機会は一度もない」37.1%という結果になった。さらに助成先最終決定
（審議）の場については「公開」25.7%、「非公開」74.3%となり、助成事業の多くが非公開で展
開されている旨が明らかになった。 
 
（２）市民ファンド団体による地域の実情に即した事業の実施 
 アンケート調査結果の中から、子ども食堂の活動に対する助成の有無、福祉課題の解決につな
がる活動に対する助成の有無、企業からの寄付の有無等の項目に着目し、10 団体を訪問し詳細
な運営状況および助成事業に関する情報収集をおこなった。 
 
①市民ファンド団体の概要 
市民ファンド団体は、民間のみならず行政が主となり開設された例もあった。また、運営およ
び事業の実施についても、その多くが民間による運営である一方、行政の事業を民間に委託して
運営している例もみられた。 
寄付金については、多くが一般的な寄付により（企業からの寄付や遺贈を含む）運営されてい
るが、中には自治体によるマッチングギフトの実施や、自治体の補助金として計上されている例
もあった。また、休眠預金を活用している団体があった一方、あえて活用しないという団体もみ
られた。とりわけ寄付金に関して自治体の関与が無い団体においては、地域住民に対して市民
ファンド事業を周知する寄付付きのイベントを開催したり、当該地域の伝統産業に関連する企
業（所在地を問わない）にファンド団体側からアプローチして寄付を募ったり、多様なテーマを
設定し寄付者が寄付しやすい環境を作る等、寄付を募るための取り組みを展開していた。 
 
②地域の実情に即した助成事業の実施 
市民ファンドは、地域の実情に即した助成事業を実施している。子ども食堂や居場所づくり等、
各地で共通する課題もあるが、自然環境を保全する活動、災害復興支援、当該地域の歴史に関す
るアーカイブ事業、都市部においては LGBT や地元から発信されるカルチャーの推進といった新
しいテーマに対する助成が行なわれていた。こうした助成は、市民ファンド団体がテーマを掲げ
て寄付を受け付ける例もあれば、応募団体が地域課題として課題を提起する例もあった。 
 そのほか、地域課題に対する事業を市民ファンド団体自身が立ち上げた例もあった。市民ファ
ンド団体は、その事業の性格上、当該地域で活動している個人や団体を把握しているほか、地域
課題を把握しやすい立場にある。したがって、人や団体を結び付け新規事業を立ち上げることも
可能となる。例えば、認知症高齢者を見守り、徘徊時に早期発見が可能になる仕組みを開発した
例がある。この場合、市民ファンド団体は、高齢者に関わる専門職（関係機関）と発信器・受信
器を開発する事業者、さらに機器の設置を依頼する自動販売機の業者を結び付ける役割を担う
と共に、本事業の提案から進行管理を担った。そのほか、在宅勤務のオペレーターを確保したい
という企業の依頼を受け、助成しているひきこもり児童に対する支援団体との連携を実現させ
た例もある。具体的には、ひきこもり児童に対応するために就労が困難となっている保護者と企



業を結び付け、ひきこもり児童の保護者の就労を支援するプロジェクトを発足させた。 
 いずれも、当該地域から発信された課題を解決するために、日頃の業務を通じて関わっている
活動団体や連携している関係機関を結び付け、新規事業を開発していた。この取り組みは、市民
ファンドの助成事業を通じて（助成を受けた団体が地域を基盤とする活動を実践することによ
り）より良い地域を創造するという点に加え、市民ファンド団体自身が課題解決型のプロジェク
トを立ち上げ、地域を創造する主体になるという積極的な実践であると考えることができる。 
 
③企業が主体的に関わる市民ファンド団体 
本研究において、企業が主体的に関わる市民ファンド団体は 1箇所であった。冒頭で述べた通
り、コロナ禍により社会が混乱している時期にアンケート調査を実施したため、回収率すなわち
調査結果に少なからず影響を受けている可能性がある旨を考慮する必要がある。また、本研究期
間において、当該団体の組織運営の立て直しが生じた影響を受け、運営主体が NPO から企業に変
更になった経緯がある。こうした背景があるものの、当該団体に関わる複数の企業の代表者が運
営委員会を構成しているという点は変わらないため、企業が主体的に関わる例として取り上げ
た。 
当該団体は、寄付付き商品の売り上げの中からあらかじめ決められた金額を寄付金として積
み立て、一年に一度、各社で集められた寄付金を当該地域で活動する団体に寄付するという仕組
みを掲げて発足した。特筆すべき点は３点ある。①寄付付き商品を購入することで地域を基盤と
する活動を支援することができる、すなわち消費者である地域住民が当該地域を基盤として活
動する団体を支援することができ、その支援を受けて活動する団体の実践により当該地域がよ
り良い状態になる点、②こうしたプロセスに企業も地域社会を構成する一員として関与するこ
とができる点、③前年度の受賞団体の報告会を兼ねた応募者説明会や審査会が公開されている
という点である。これらの取り組みは、地域共生社会の実現を目指す社会において、いわゆる福
祉関係機関のみならず企業や地域住民をはじめとする地域社会の構成員が支え合う関係の構築
に参画する可能性を示唆していると考えることができる。 
 
（３）市民ファンド団体の類型化 
 先述の調査研究を踏まえ、市民ファンド団体の類型
化を試みた（図 1）。図 1における A～Jは、事例調査
を実施した 10 箇所を示す。アンケート調査の結果、
企業が主体的に関わっている市民ファンド団体は 1
箇所であったことから、縦軸には市民ファンド団体と
企業の関わりに主眼を置いた分析軸ではなく、これま
での調査結果を参考に「事業・価値の創出」を設定し
た。そして横軸には、運営主体における民間性の強さ
を設定した。その理由として、市民ファンド団体に行
政の関与の強弱あるいは民間性の強弱が見られたた
めである。具体的には、名称に「市民」（コミュニティ
ファンドの場合には「コミュニティ」）が掲げられて
いる一方、行政が関与し設立したという例や、マッチ
ングギフト等により当該自治体からの補助金を受け
て助成事業を実施している例があるからである。 
類型化において特筆すべき点は、①市民ファンド団
体が助成事業を通じて（助成を受けた団体が活動することを通じて）、地域課題の解決に寄与す
るという視点、②市民ファンド団体自らが事業を立ち上げ、地域課題解決のために地域を基盤と
した活動を実践している点である。筆者はこの 2点に着目し、市民ファンド団体が事業・価値を
創出し地域課題を解決していくという可能性を示唆していると考えた。前者は地域で活動する
団体の実践をより活発にし、そのことは地域住民の自由な地域活動を促進することにも繋がる。
そして後者は集められた寄付を助成するという役割を超えた、市民ファンド団体の今後の発展
にも繋がる特長であると考える。そしてこうした事業・価値の創出を志向した市民ファンド団体
（あるいは事業）に地域社会を構成する一員として企業が主体的に関わることにより、地域共生
社会の実現が推進されるのではないかと考えた。 
 
 本研究により、市民ファンド団体に事業・価値を創出する視点を見出した点および企業が参画
することで幅広い地域社会の構成員が支え合う関係を構築する可能性を見出した点は新たな知
見であると考える。 
 
＜引用文献＞ 
・深尾昌峰（2014）『市民性を支える「市民コミュニティ財団」の定義と役割』龍谷政策学論集
3(2)，73-83。 
・田邊信男・氏原岳人・阿部宏史（2018）『市民主体の市民ファンド組織運営上の課題とその解
決策に関する考察』都市計画論文集，53(3)，466-473。 
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